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セカンドオピニオン 

株式会社 スーパーサンエー 

『しがぎん』サステナブル評価融資  

 

発行日：2026 年 10 月 15 日 

発行者：株式会社しがぎん経済文化センター 

産業・市場調査部 

 

本文書は、株式会社 スーパーサンエー（以下、「スーパーサンエー」または「同社」という）が滋賀銀行から

『しがぎん』サステナブル評価融資（以下、「本ローン」という）を受けるにあたり、株式会社しがぎん経済文化セ

ンター（KEIBUN）が発行するものである。なお、『しがぎん』サステナブル評価融資とは、お客さまのサステナビリ

ティ経営と有意義な目標設定に対し、外部機関による評価やモニタリングを通じた伴走支援により、企業価値

の向上を後押しする融資である。 

 

1.会社概要 

社 名 株式会社 スーパーサンエー 

所 在 地 大阪府岸和田市大町 475 

設 立 1964 年４月８日 

資 本 金 4,800 万円 

事 業 内 容 スーパーマーケットの運営 

従 業 員 数 548 人（2026 年 8 月時点）※パート・アルバイトを含む 
 

（1） 事業概要 

スーパーサンエーは、大阪府岸和田市に本社を置き、食品を中心とした地域密着型のスーパーマーケットを

運営する企業である。現在は、岸和田市を中心に、和泉市、堺市、大阪市、兵庫県尼崎市に計 11 店舗を

展開している。生鮮食品をはじめ、惣菜、日配食品、一般食品、日用品など、日々の暮らしに必要な商品を

幅広く取り揃え、「身近で便利なスーパーマーケット」としてお客様の毎日の食生活と暮らしを支えている。 

同社の沿革は、1964 年に「スーパーサンエー久米田店」を開店したことに始まる。八百屋として創業した後、

消費者ニーズの多様化を背景に、スーパーマーケットへ業態転換を行った。その後は新規出店を重ねながら、 

事業規模を拡大するとともに、惣菜加工を担うセントラルフード事業部を新設し、惣菜部門の強化を図った。

2006 年には、株式会社カナエからの事業譲渡を受け、店舗数を拡大した。2022 年には、株式会社コノミヤ

への株式譲渡によりコノミヤグループの傘下に入り、グループの経営資源を活用した事業運営を進めている。 
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■久米田店の外観                     ■店内作業の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同社の事業上の特徴は、仲卸業者との強固な取引関係を活かした仕入力と、店舗内での加工体制を 

組み合わせることで、豊富な品揃えと高鮮度な生鮮食品の提供を実現している点にある。 

生鮮食品は、天候や市場動向などにより入荷量や価格が変動しやすく、安定的な調達や品質・鮮度の確

保を図る上で、仲卸業者との取引関係は重要な要素となる。同社は八百屋を祖業としており、創業当初から

大阪中央卸売市場を中心に毎朝仕入れを行ってきた歴史を有する。長年にわたる仕入活動で培ってきた仲卸

業者との信頼関係は現在も受け継がれており、商品に精通した９名のバイヤーが、仲卸業者から得られる入荷

状況、相場、品質等に関する情報をもとに、商品の状態や販売動向を見極めながら、その時々に応じた仕入

れを行っている。また、週に数回は店舗担当者もバイヤーに同行して市場を訪問することで、仲卸業者との関係

を一層深めるとともに、店舗ごとの販売状況やニーズを仕入れに反映させている。こうしたネットワークを通じた 

情報収集力とバイヤーの目利き力が、生鮮食品の仕入れを支える重要な基盤となっている。 

青果・鮮魚・精肉の加工においては、一般的に作業効率化の観点から加工センターに集約し、各店舗へ配

送する体制を採用するスーパーマーケットが多い。しかし、仕入れから販売までに時間を要することで鮮度が低下

する可能性があるため、同社では加工スタッフを各店舗へ配置し、店舗内で商品加工する体制を採用している。

これにより、鮮度を保った状態で商品を提供できるほか、売れ行きが想定を上回り陳列在庫の補充が必要とな

った場合にも、店舗内で迅速に対応することが可能となっている。その結果、売り場の品揃えを維持するとともに、

品切れによる販売機会ロスの抑制にもつながっている。 

生鮮食品へのこだわりを活かした同社の販売施策の一つに「朝市」がある。朝市は、毎週火曜日と土曜日の

午前中に新鮮な青果や鮮魚を特別価格で販売する催事である。市場で仕入れた商品をタイムリーに売り場へ

展開することで、「高鮮度の生鮮食品をお客様へ届ける」という同社の姿勢を体現する取り組みとなっている。 

これらの取り組みにより、同社が提供する生鮮食品は、価格だけでなく品質・鮮度を重視する主婦層や高齢

者層から支持を得ており、集客力の源泉となっている。さらに、非生鮮部門では、コノミヤグループの仕入網や 

スケールメリットを活用し、日配食品やグロサリー分野1 の品揃え強化と価格競争力の向上を実現している。 

生鮮食品を目的に来店したお客様が、惣菜や日配食品、一般食品、飲料などを併せて購入するケースも多く、

同社は鮮度と品質に強みを持つ生鮮食品を集客の核とすることで、非生鮮部門の販売拡大にもつなげている。 

このように、同社は生鮮食品における独自の競争力とコノミヤグループの調達力を組み合わせることで、地域

のお客様の多様なニーズに応えるとともに、生活を支える身近なインフラとしての役割を果たしている。 

 
1 スーパーで販売される加工食品のこと。主に調味料や缶詰、お菓子、カップラーメンなどの即席食品、飲料を指す。 

〔出所：同社より提供およびウェブサイト〕 
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■市場仕入れの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■朝市の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔出所：同社より提供〕 
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（2） 経営理念 

スーパーサンエーは、事業活動において基本的な価値観を示すものとして、3 つの経営理念を掲げている。 

同社は創業以来、「お客様の喜びが、我々の喜びである」という考えを大切にし、お客様満足度の向上を経営

の根幹に据えてきた。また、その実現を支える従業員の幸せと健康を追求することにより、お客様と従業員双方

の喜びを高める好循環につながると考えている。さらに、環境との調和を重視し、地域社会の一員としてお客様

の健全な食生活を支える使命を担っている。こうした経営理念の実践により、食を通じた豊かな暮らしの創造に

貢献し、地域のお客様から末永く愛されるスーパーマーケットを目指している。 

 

■経営理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■社名の由来 

 

〔出所：同社ウェブサイトおよび提供資料〕 
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2.スーパーサンエーのサステナビリティ 

スーパーサンエーは、経営理念に掲げるお客様、従業員、地域社会、環境に対する責任を果たし、事業活

動を通じて各ステークホルダーの豊かさと発展に貢献することが、自社の持続的な成長と企業価値の向上につな

がると考えている。この考えのもと、「環境負荷の低減」、「働きがいのある職場づくり」、「地域社会への貢献」を

重要な経営テーマとして設定し、SDGs にも貢献する取り組みを本部と店舗が一体となって推進している。 

 

■スーパーサンエーのサステナビリティの取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【環境負荷の低減】 

自然の恵みである多様な食材を取り扱う事業者として、豊かな環境を次世代に引き継ぐことを重要な責務と

捉え、環境負荷の低減に向けた取り組みを進めている。現在は、主要なエネルギー源である電力使用量の削

減に注力しており、全店舗にデマンドコントローラーを導入することで、電力使用量を適切に管理している。週次

および月次で各店舗の電力使用実績を確認し、使用量が増加している店舗に対しては本部から注意喚起を

行うことで、省エネルギー意識の向上を図っている。また、大美野店では太陽光発電設備を導入しており、今後

は新たに 3 店舗への設置を予定するなど、再生可能エネルギーの活用も順次進めていく方針である。食品ロス

の削減については、データを活用した需給管理や自動発注システムの導入により、適正数量での発注に努めて

いる。加えて、日配食品の消費期限管理やタイムセールの実施、商品陳列の工夫などを通じて、食品ロスの 

抑制に取り組んでいる。 

 

 

〔出所：ヒアリングをもとに KEIBUN 作成〕 



 

Copyright © 2026 Shigagin Keizai Bunka Center CO.,LTD. All Rights Reserved. 

6/13 

 

【働きがいのある職場づくり】 

従業員の幸せの実現がサステナビリティの源泉であるとの考えのもと、従業員がいきいきと働き、やりがいを感じ

られる職場づくりに取り組んでいる。2022 年にコノミヤグループの一員となったことを契機に人事制度の見直しに

着手し、２年前には新たな人事制度を構築した。公平性の高い賃金制度と透明性のある評価制度の導入に

より、従業員のモチベーション向上やキャリア形成を支援している。また、ワークライフバランスの充実を重視し、DX

化や勤務体制の 2 交代制への移行を進め、業務効率化と労働時間の適正化を図った結果、従業員 

（バイヤーを除く）の月平均残業時間は 2.5 時間と低い水準を実現している。現在は、女性活躍の推進を 

重点施策の一つに位置づけており、11 店舗のうち３店舗で女性店長が活躍している。今後も、女性従業員の

採用や人材育成、重要ポストへの積極的な登用を通じて、性別に関係なく誰もが能力を発揮できる職場環境

の実現を目指している。 

 

【地域社会への貢献】 

地域の生活インフラとして歩んできた同社は、地域社会や住民とのつながりを大切にし、様々な地域貢献活

動を展開している。過去には、食育活動の一環として地域の子どもたちを対象に、ピザやソーセージづくりの料理

教室や「子ども店長」体験を実施し、食の楽しさや大切さを伝えるとともに、スーパーサンエーへの親しみや愛着を

育む活動を行ってきた。これらの取り組みは、コロナ禍以降は休止しているものの、現在も地域の幼稚園児や

小・中学生を対象とした職場体験の受入れを行っている。また、岸和田市内の店舗では、岸和田市立の全小

学校で導入されている子どもの登下校見守りシステム「otta」の見守りスポット（位置情報を検知する受信機）

を設置するなど、子どもたちが安心して暮らせるまちづくりにも協力している。さらに、地域雇用の創出も重要な 

地域貢献活動の一つと位置づけており、400 名を超えるパート・アルバイト雇用を通じて、地域経済の活性化

にも貢献している。 

 

■職場体験の様子                    ■料理教室やミカン狩りなどのイベントの写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔出所：同社より提供〕 
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３.サステナビリティ目標の設定   

（1）サステナビリティ目標 

テ ー マ 省エネルギー推進と女性活躍による持続可能な経営基盤の強化  

貢献する SDGs 
      

K P I 
①１拠点あたりの電力使用量 

②女性管理職者数 

目   標 

KPI① 

2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 2030 年度 

実績 目標 

651,498kwh 対前年度比 100%未満 

 

KPI② 

2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 2030 年度 

実績 目標 

4 人  ４人 ４人 ５人 ５人 ６人 
 

内   容 

【算出方法・対象範囲】 

KPI①：１拠点あたりの電力使用量の算出方法 

算式＝   全社の年間電力使用量 － 自社太陽光発電などによる発電量  

                     店舗数 ＋ 惣菜加工場数 

 

KPI②：対象範囲 

 本部：課長以上／店舗：次長以上／バイヤー 

 ※各期末時点の女性管理職者数 

 

【算定期間】 

同社の事業年度（8 月 21 日～８月 20 日）を基準とする 

例）2026 年度（2026 年 8 月 21 日～2027 年８月 20 日） 
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（2）サステナビリティ目標の有意義性 

スーパーサンエーは本ローンの組成にあたり、「１拠点あたりの電力使用量」と「女性管理職者数」を KPI とし、

目標値を掲げている。以下、その有意義性について見ていく。 

 

【１拠点あたりの電力使用量】 

政府は 2025 年 2 月、地球温暖化対策推進法に基づく総合計画である「地球温暖化対策計画」を改定・

閣議決定した。同計画では 2050 年のカーボンニュートラル実現に向け、世界全体の 1.5℃目標と整合的で、

温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 2035 年度に 60％、2040 年度に 73％の削減を目指す野心的な

目標を掲げている。また、この新たな削減目標の達成に向けた対策・施策を明示し、政策の継続性・予見性を

高め、脱炭素に向けた取り組みや投資、イノベーションを加速させ、排出削減と経済成長の同時実現に資する

地球温暖化対策を推進していくとしている。 

 

直近の国内の温室効果ガスの排出状況を見ると、地球温暖化対策推進本部が 2026 年７月に発表した

資料では、国内の温室効果ガス排出量の削減実績は、2030 年度の 46%削減目標に対し、2024 年度 

時点で 29%の削減となっている。部門別の状況を見ると、卸・小売業が属する「業務その他（商業・サービス・

事務所等）」部門の2024年度におけるエネルギー起源CO₂排出量の削減実績は31％となっている。一方、

経済活動の回復等に伴うエネルギー消費量の増加を背景に、同部門は前年比 0.2％増加しており、2030年

度の 51％削減目標の達成に向け、より一層の排出削減を推進していくことが求められると言える。 

 

■温室効果ガス排出量・吸収量 2024 年度実績の進捗（左）と業種別 CO₂排出量の推移（右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境省の調査から業種の特性を見ると、「業務その他」部門から排出されるエネルギー起源 CO₂の内訳は、

業種別では「卸小売・金融保険・不動産業」の割合が 26.4％と多く、燃料種別に見ると、電力消費に由来す

る排出量が全体の 73.7％を占めている。 

〔出所：左の表 環境省「2024 年度における地球温暖化対策計画の進捗状況（概要） 

       右の表 環境省「2024 年度の我が国の温室効果ガス排出量および吸収量」より KEIBUN 作成〕 
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〔出所：環境省「2024 年度の我が国の温室効果ガス排出量および吸収量」より KEIBUN 作成〕 

 

〔出所：財務省「年次別法人企業統計調査（令和６年度）結果の概要」よりKEIBUN作成〕 

 

■業務その他部門のエネルギー源別 CO₂排出量の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スーパーマーケットの店舗では、主に「冷凍・冷蔵ショーケース」、「空調」、「照明」の 3 つでエネルギーを消費

し、その大部分を電力に依存している。冷蔵・冷凍設備は 24 時間・365 日稼働するため、ベースロード2電力

使用量が落ちず、また、営業時間が長いことから照明と空調の稼働時間が長い。特に、夏場は冷蔵・冷凍設

備と空調設備の双方に負荷がかかることで、電力使用量が急増しやすい特徴もある。一方、卸売業・小売業

の営業利益率は、概ね 2％台に止まり、製造業や他の非製造業と比べても低利益率な収益構造となっている。

そして、スーパーマーケット業界では電力使用料の削減は販売管理費の重要費目の一つであり、近年のエネル

ギー価格の高騰は収益の圧迫要因ともなっている。このような状況下、スーパーマーケットが省エネルギーを推進

することは、自社の収益基盤と経営の持続可能性を高めると同時に、脱炭素社会の実現に貢献する重要な取

り組みだと言える。 

 

■業種別営業利益率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同社ではコノミヤグループ参画後、電力使用量の削減を経営上の重要テーマとして位置づけ、全店舗の電

力使用量を本部が週次および月次で管理する体制を構築している。各店舗の使用実績を前年同月比で比

較し、使用量が増加した店舗に対しては原因分析や改善指導を実施するなど、継続的なモニタリングを行って

いる。また、デマンドコントロールによる契約電力の抑制や不要照明の消灯、空調温度の適正管理、バックヤー

 
21 日を通して使用者が常に必要とする、下がらずに続く最小限の電力の量。 
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〔出所：内閣府「令和８年版 男女共同参画白書」〕 

 

ドでの省エネの徹底など、日常業務における省エネルギー活動を推進している。加えて、LED 照明や高効率設

備への更新を進めるとともに、太陽光発電設備の導入を積極的に推進している。既に導入済み店舗では大き

な削減効果を確認しており、今後は自社所有店舗のみならず、賃貸店舗についてもオーナーの理解を得ながら

導入拡大を図る方針である。これらの取り組みは、温室効果ガス排出量削減に資するだけでなく、エネルギー 

コストの抑制を通じた収益力向上や災害時の事業継続力強化にもつながるものである。 

 

【女性管理職人数】 

2015 年８月、少子高齢化に伴う労働力人口の減少や、女性の就業継続および管理職登用の遅れといっ

た社会課題を背景として女性活躍推進法が制定された。同法は、女性がその能力を十分に発揮し、多様な

働き方を選択できる社会の実現を目的としており、企業に対して女性活躍推進に向けた自主的かつ積極的な

取り組みを求めている。近年では人的資本経営やダイバーシティ経営への関心が高まる中、女性活躍の推進

は企業価値向上に不可欠な経営課題として位置づけられている。 

内閣府から公表された「令和 8 年版男女共同参画白書」によると、我が国の女性就業率は 75.3％まで上

昇するなど、女性の労働市場への参加は着実に進展している。一方で、女性管理職の割合は依然として低い

水準にあり、民間企業における課長級の女性割合は 16.1％、部長級では 9.3％にとどまっている。また、管理

的職業従事者に占める女性割合は 14.4％であり、諸外国と比較しても低水準であることが指摘されている。

さらに、男女間賃金格差も依然として存在しており、男性を 100 とした場合の女性一般労働者の賃金水準は

76.6 となっている。 

 

■民間企業の雇用者の各役職段階に占める女性の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした状況を踏まえ、政府は2026年3月に策定した「第6次男女共同参画基本計画」において、「2020

年代の可能な限り早期に指導的地位に占める女性割合 30％程度」の実現を目標に掲げ、「あらゆる分野に

おける政策・方針決定過程への女性の参画拡大」を重点分野として位置づけている。同計画では、女性活躍

の推進は企業の競争力向上や持続可能な経済成長の実現に資するものとされており、企業における役員や管

理職への女性登用の促進が求められている。 また、2026 年 6 月に策定された「女性活躍・男女共同参画の
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〔出所：内閣府ウェブサイト〕 

 

重点方針 2026（女性版骨太の方針 2026）」では、「全ての意思決定に女性が参画することを基本とする」

と明記されている。役員や管理職への女性登用促進や、多様で柔軟な働き方の実現、仕事と育児・介護との

両立支援等を通じて、女性が継続的に能力を発揮できる環境整備を進める方針が示されている。同方針の説

明資料では、女性活躍は多様な視点によるイノベーション創出や労働力の確保・拡大を通じて我が国の経済

成長に資するものであるとしている。  

 

■女性活躍・男女共同参画の重点方針 2026（女性版骨太の方針 2026）説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業においては、人材確保が重要な経営課題となる中、女性管理職比率の向上は、優秀な人材の

採用・定着、従業員エンゲージメントの向上、多様な視点を取り入れた意思決定の実現につながる。また、地

域社会との関係性を重視する小売業においては、女性顧客のニーズを経営や店舗運営に反映させる観点から

も、女性管理職の活躍は重要性が高いと言える。 

同社では「お客様の喜びと従業員の幸せ・健康を追求する」という理念のもと、女性活躍を人的資本経営の

重点施策として位置づけている。実際に女性店長や女性バイヤーが活躍しており、性別ではなく能力や実績に

基づく人材登用を実践している。さらに、職能給制度、目標管理制度、ダブルラダー型人事制度3を導入し、昇

格要件や求められる能力を明確化することで、公平で透明性の高い評価制度を構築している。人材育成面で

は、スーパーマーケット検定や販売士資格の取得支援制度を設けるほか、OJT による実践教育を通じて将来の

管理職候補者の育成を進めている。また、残業ゼロ推進、業務のマニュアル化、育児休業制度の拡充などを通

じて、ワークライフバランスの向上にも積極的に取り組んでいる。加えて、身だしなみ基準の緩和など、多様な人

材が自分らしく働ける職場環境整備も進めている。 

以上より、同社がこれらの KPI に取り組むことは、政府の方針や施策と一致し、また、同社の持続可能な事

業の成長にも寄与することから、有意義であると言える。 

以上 

 
3 従業員に対して「管理職（マネジメント）向けのキャリア」と「専門職向けのキャリア」という 2 つの昇進・昇格ルートを用意する人事制度。 
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留意事項 

 

1. KEIBUN の第三者意見について 

 本文書については滋賀銀行が、借入人に対して実施する『しがぎん』サステナブル評価融資について、借

入人のサステナビリティ経営と設定する目標の有意義性に対する第三者意見を述べたものです。

KEIBUN は第三者意見にかかる業務を行う際、常に誠実に行動します。 

 その内容は現時点で入手可能な公開情報、借入人から提供された情報や借入人へのインタビューなど

で収集した情報に基づいて、現時点での状況を評価したものであり、当該情報の正確性、実現可能性、

将来における状況への評価を保証するものではありません。また、当該情報が重要な虚偽または誤解を

招く陳述が含まれる場合や、業務上必要とされる注意を怠って作成された陳述または情報が含まれる場

合、必要な情報を省略するまたはあいまいにすることにより誤解を生じさせるような場合に、それを認識し

ながら評価は行いません。適切に第三者意見にかかる業務を行うため、その職務遂行能力を必要とされ

る水準を維持します。 

 KEIBUN は当文書のあらゆる使用から生じる直接的、間接的損失や派生的損害については、一切責

任は負いません。 

 

2. 滋賀銀行との関係、独立性 

 KEIBUN は滋賀銀行グループに属しており、滋賀銀行および滋賀銀行グループ企業との間および滋賀

銀行グループのお客さま相互の間における利益相反のおそれのある取引等に関して、法令等に従い、お

客さまの利益が不当に害されることのないように、適切に業務を遂行いたします。 

 また、本文書にかかる調査、分析、コンサルティング業務は滋賀銀行とは独立して行われるものであり、滋

賀銀行からの融資に関する助言を構成するものでも、資金調達を保証するものでもありません。 

 

3. KEIBUN の第三者性 

 借入人と KEIBUN との間に利益相反が生じるような、資本関係、人的関係などの特別な利害関係は

ございません。 

 

4. 本文書の著作権 

 本文書に関する一切の権利は KEIBUN が保有しています。本文書の全部または一部を自己使用の目

的を超えて、複製、改変、翻案、頒布等をすることは禁止されています。 

 


